常勤役員報酬規程
制定　平成２３年７月１日

（総則）

第１条　一般財団法人日中経済協会（以下「本法人」という。）定款第３０条の規定に基づき、常勤の役員（以下「常勤役員」という。）の報酬等の支給については、この規程の定めるところによる。

（定義）
第２条　この規程において、常勤役員とは、理事のうち、本法人を主たる勤務場所とする者をいう。

（報酬の区分）

第３条　常勤役員の報酬は、本俸、職務手当、通勤手当及び期末手当とする。

（本俸及び職務手当）

第４条　常勤役員の本俸は別表の月額を上限とし、職務手当は本俸の額に、理事長は100分の25、専務理事及び理事は100分の20を乗じた額とし、会長が定める。

（通勤手当） 

第５条 通勤手当の額、支給日に関しては、職員給与規程第７条の規定を準用する。

（期末手当） 

第６条 期末手当の額は、本俸と職務手当の合計に、４．６を乗じた額を上限とし、本法人の収支状況、社会・経済の状況等を総合勘案して、会長が定める。

２　期末手当は、毎事業年度６月１日及び１２月１日（以下これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する常勤役員に対して、それぞれ６月１５日及び１２月５日に支給する。ただし、基準日前１月以内に退職し、若しくは死亡した常勤役員についても、基準日に在職していたものとみなす。
３ 期末手当は、当該年度の６月１５日に支給する場合においては期末手当額に50/100を乗じて得た額、１２月５日に支給する場合においては期末手当額に50/100を乗じて得た額に、基準日前６ヶ月の期間における役員の在職期間の区分に応じて、次に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１） ６ヶ月 100分の100 

（２） ５ヶ月以上６ヶ月未満 100分の80 

（３） ３ヶ月以上５ヶ月未満 100分の60 

（４） ３ヶ月未満 100分の30 
４　期末手当の支給日が休日にあたるときは、その直前の休日でない日とする。

５　基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に定款第２９条第１号の規定により解任された役員は、前各項の規定にかかわらず、当該基準日にかかる期末手当は支給しない。

（役員報酬の支給日）

第７条　役員報酬（通勤手当、期末手当を除く。）は、毎月２１日、その月額を支給する。ただし、その日が休日に当たるときは、その直前の休日でない日に繰り上げて支給する。

（新たに役員となった者及び役員でなくなった者の報酬）

第８条　新たに役員となった者には、その日から報酬を支給する。

２ 役員が離職したときは、その日まで報酬を支給する。

３ 役員が死亡したときは、その月まで報酬を支給する。

４ 第１項又は第２項の規定により支給する報酬の額は、月の初日から支給するとき以外のとき又はその月の末日まで支給するとき以外のときは、その月の総日数から休日の日数を差し引いた日数を基礎として日割りにより計算する。

（端数計算）

第９条　この規程により計算した金額に５０銭未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときは、これを１円に切り上げるものとする。

（改正）

第１０条　本規程は、評議員会の決議をもって改正する。

附　則

１　役員給与規程及び役員報酬支給規則（最新改正：平成２１年４月１日付）は廃止する。

２　本規程は、平成２３年７月１日から施行する。

（別表）　　本俸及び職務手当の月額

（単位：百円）

	
	本俸
	職務手当

	理 事 長
	9500
	　　　2375

	専務理事
	9290
	　　　1858

	理　　事
	6000
	　　　1200



